
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和６年１０月８日（火）    ８：１５～８：２６ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：石 破 茂 内閣総理大臣 

村 上 誠一郎 国務大臣（総務大臣） 

牧 原 秀 樹 国務大臣（法務大臣） 

岩 屋 毅 国務大臣（外務大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

あ べ 俊 子 国務大臣（文部科学大臣） 

福 岡 資 麿 国務大臣（厚生労働大臣） 

小 里 泰 弘 国務大臣（農林水産大臣） 

武 藤 容 治 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

浅 尾 慶一郎 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

中 谷 元 国務大臣（防衛大臣） 

林 芳 正 国務大臣（内閣官房長官） 

平 将 明 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

伊 藤 忠 彦 国務大臣（復興大臣） 

坂 井 学 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

三 原じゅん子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

伊 東 良 孝 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：橘 慶一郎 内閣官房副長官 

青 木 一 彦 内閣官房副長官 

佐 藤 文 俊 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       ３件 

○国会提出案件     １件 

○政令         ７件 

○人事         ４件 

○配布         １件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解等となった。 
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議事内容： 

○林国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、青木副長官から御説明申し上げます。 

○青木内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「日米地位協定」

第２条に基づく、施設・区域の追加提供等について、御決定をお願いいたします。

今回の案件は、日米共同統合訓練を実施するため、沖縄県の嘉手納飛行場の一部土

地を共同使用するもの等、計２７件であります。 
  次に、「コートジボワール国」及び「パラグアイ国」駐日特命全権大使の接受につ

いて、御決定をお願いいたします。本件は、１０日、信任状捧呈の予定であります。 
  次に、信・解任状に認証を仰ぐことについて、御決定をお願いいたします。本件

は、「アルジェリア国」及び「スリランカ国」駐箚特命全権大使の異動に伴い、交付

すべき信任状及び解任状であります。 
  次に、「行政組織の新設改廃状況報告書」について、御決定をお願いいたします。

本件は、内閣府設置法及び国家行政組織法に基づき、本年１月から９月までの間の

行政組織の新設改廃状況を取りまとめ、国会に報告するものであります。 
  次に、政令７件について、御決定をお願いいたします。まず、「雇用保険法等の一

部改正法の施行に伴う関係整備及び経過措置令」は、同改正法の施行に伴い、所要

の規定の整備等を行うものであります。 
  次に、「水素社会推進法の施行期日令」は、同法の施行期日を本年１０月２３日と

するものであり、「同法施行令」は、特定水素等供給事業者の要件等について定める

ものであり、「同法の施行に伴う関係整備政令」は、関係政令の規定の整備を行うも

のであり、「同法関係手数料令」は、高圧低炭素水素等ガスの製造の承認等に係る手

数料の額を定めるものであります。 
  次に、「第１４次地方分権一括法の一部の施行期日令」は、同法の一部の施行期日

を本年１１月１日とするものであり、「同法の一部の施行に伴う関係整備政令」は、

構造計算適合判定資格者検定の受検資格を見直す等、関係政令の規定の整備を行う

ものであります。 
  次に、人事案件について、申し上げます。まず、石破内閣総理大臣が、東南アジ

ア諸国連合関連首脳会議出席等のため、１０日から１２日まで、武藤経済産業大臣

が、アジア・ゼロエミッション共同体首脳会合出席等のため、１０日から１２日ま

で、それぞれ海外出張されますので、御了解をお願いいたします。 
  次に、財務大臣加藤勝信に、国際通貨基金総務会総務たる日本政府代表等を命ず

ることについて、御決定をお願いいたします。 
  次に、田畑正志外１１５名の叙位又は叙勲について、御決定をお願いいたします。 
  次に、配布資料といたしまして、「家計調査報告」があります。本件につきまして

は、後程、総務大臣から御発言があります。 
  次に、件名外の人事案件について、申し上げます。第４３回危険業務従事者叙勲 
３，３６５名について、御決定をお願いいたします。なお、発令日までの間に死亡

した者につきましては、死亡日の日付で勲章を授与することとし、また、勲章を授
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与することがふさわしくない事由が生じた者につきましては、その発令を留保する

こととしております。報道関係の取扱いにつきましては、１０月１２日午前５時か

ら報道解禁となっておりますので、特に御留意いただきますようお願いいたします。 
○林国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、総務大臣。

○村上国務大臣：本日、家計調査結果を公表いたしました。２人以上の世帯の８月の

消費支出は、１年前に比べ実質１．９パーセントの減少となりました。自動車等関

係費などの「交通・通信」が減少となったほか、「教養娯楽」などが減少しておりま

す。また、「食料」などは、増加となっております。引き続き今後の消費支出の動向

を注視してまいります。

○林国務大臣：次に、外務大臣。

○岩屋国務大臣：ベトナム及びミャンマーにおける台風被災者に対し、一時的避難施

設及び水・衛生などの分野で支援を行うため、４００万ドルの緊急無償資金協力を

行うこととします。

○林国務大臣：次に、内閣総理大臣から御発言がございます。

○石破内閣総理大臣：武藤大臣は、海外出張いたしますが、その出張不在中、赤澤大

臣を経済産業大臣の臨時代理とすることといたします。なお、私の海外出張不在中

の臨時代理は、既に指定されているとおり林内閣官房長官となりますので、御了知

願います。

○林国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。

御発言はございますか。

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。
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令和６年 

10月８日 

◎ 一 般案 件

   ○ 「 日本 国 とア メ リカ 合 衆国 と の間 の 相互 協 力及 び

安 全 保障 条約 第 ６条 に 基づ く 施設 及 び区 域 並び に

日 本 国に おけ る 合衆 国 軍隊 の 地位 に 関す る 協定 」

第 ２ 条に 基づ く 施設 及 び区 域 の共 同 使用 、 追加 提

供 及 び新 規提 供 につ い て（ 決 定）    （ 防 衛省 ）

  ☆ コ ートジ ボ ワー ル 国特 命 全権 大 使イ ポ ・ボ リ エ・

デ ジ レ・ ウル フ ラン 外 １名 の 接受 に つい て

（ 決 定）                                （外 務 省）

〃 ☆ アル ジェ リ ア国 駐 箚特 命 全権 大 使鈴 木 光太 郎 外１

名に交付すべき信任状及び前任特命全権大使河野 章

外 １ 名の 解任 状 につ き 認証 を 仰ぐ こ とに つ いて

（ 決 定）                                  （ 同 上）

◎ 国 会 提出 案件

☆ 行 政 組織 の新 設 改廃 状 況報 告 書に つ いて （ 決定 ）

（ 内 閣 官房 ・内 閣 府本 府 ） 

◎ 政 令 

   ○ 雇用保 険 法等 の 一部 を 改正 す る法 律 の施 行 に伴 う

関 係 政 令の 整備 及 び経 過 措置 に 関す る 政令

（ 決 定 ）         （ 厚 生労 働 ・財 務 省）

〃 ○ 脱 炭素成 長 型経 済 構造 へ の円 滑 な移 行 のた め の低

炭 素 水 素等 の供 給 及び 利 用の 促 進に 関 する 法 律の

施 行 期 日を 定め る 政令 （ 決定 ）  （ 経 済産 業 省）

〃 ○ 脱 炭素成 長 型経 済 構造 へ の円 滑 な移 行 のた め の低

炭 素 水 素等 の供 給 及び 利 用の 促 進に 関 する 法 律施

行 令 （ 決定 ）                （ 同 上）

〃 ○ 脱 炭素成 長 型経 済 構造 へ の円 滑 な移 行 のた め の低

炭 素 水 素等 の供 給 及び 利 用の 促 進に 関 する 法 律の

施 行 に 伴う 関係 政 令の 整 備に 関 する 政 令（ 決 定）

（ 同 上 ） 

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
あ り

4

［ 別　添 ］



 ○ 脱 炭 素成長 型 経済 構 造へ の 円滑 な 移行 の ため の 低

炭 素 水素 等の 供 給及 び 利用 の 促進 に 関す る 法律 関

係 手 数料 令（ 決 定）       （ 経 済産 業・ 財 務省 ）

〃 ○ 地域 の自 主 性及 び 自立 性 を高 め るた め の改 革 の推

進 を 図 るた めの 関 係法 律 の整 備 に関 す る法 律 の一

部 の 施 行期 日を 定 める 政 令（ 決 定 )( 国 土交 通 省）

〃 ○ 地域 の自 主 性及 び 自立 性 を高 め るた め の改 革 の推

進 を 図る ため の 関係 法 律の 整 備に 関 する 法 律の 一

部 の 施行 に伴 う 関係 政 令の 整 備に 関 する 政 令

（ 決 定）                               （ 同 上）

◎ 人 事 

   ☆ 内閣総 理 大臣 石 破 茂 外１ 名 の海 外 出張 に つい て 

（ 了 解 ）

☆ 財 務大 臣加 藤 勝信 に 国際 通 貨基 金 総務 会 総務 た る

日 本 政府 代表 等 を命 ず るこ と につ い て（ 決 定）

〃 ☆ 九州 大学 名 誉教 授 田畑 正 志外 １ １５ 名 の叙 位 又は

叙 勲 につ いて （ 決定 ）

◎ 配 布 

☆ 家 計 調査 報告 （ 総 務省 ） 

〔 ○ 署名 あ り ☆ 署名 な し〕

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
あ り
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令和６年 

10月８日 

◎ 人 事 

   ○ 第４３ 回 危険 業 務従 事 者叙 勲 につ い て（ 決 定）

〔 ○ 署名 あ り ☆ 署名 な し〕

（ 火 ）件 名 外 案 件

資 料
あ り
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